職種：営業・店舗開発　　職務：業態・店舗開発

【概要】

　業態・店舗開発とは、業態別出店戦略の計画、市場調査とマーケティング、店舗コンセプトの策定、事業化スキームの構築、物件情報収集とクライアント折衝等の仕事をいう。

【仕事の内容】

　業態・店舗開発は、次のような一連の業務プロセス（業態別出店計画、市場調査、店舗マーケティング企画等）からなる１つまたは複数のプロジェクトを同時並行的に取り進めていくことが多い。

①業態別出店計画では、競合店舗の動向を踏まえ、どのような業態の店舗をどの地域に出店するかを戦略的に計画する。

②市場調査では、具体的な立地調査・市場商圏調査によりエリアを絞り込む。

③店舗マーケティング企画では、顧客ニーズを踏まえ、マーケティングの観点から施設コ

ンセプトや店舗レイアウト等を企画する。

④事業化スキーム構築では、資金調達やリスクマネジメントを踏まえた出店方式等を構築する。

⑤物件情報収集・実地調査では、ネットワークを駆使して物件情報を収集、実地調査し、物件を総合的に判断する。

⑥クライアント折衝では、出店の時機を失わぬようにクライアントと折衝を行う。

⑦店舗スペック検討では、店舗コンセプトに基づきマシン機器や施設を検討する。

⑧コスト管理では、店舗工事に関わるコスト管理を行う。

【求められる経験・能力】

（1） 本社部門の当該業務に入職を希望する場合においても、通常は店舗運営業務や店舗マネジャー等を経験した後に配属されることが多く、フィットネス業界または各社における実務経験に裏付けられた専門性と人脈が必要とされる。経歴者採用の際は当該業界または関連業界における業態・店舗開発業務の実務経験と専門性等が問われる。

（2） 物件に関わる業務は比較的専門性が強い業務であることから、店舗経験を経ずに入職することがある。物権確保のためには社内外のネットワークの構築が欠かせない。情報を共有化するために協調性やコミュニケーション力等の対人関係のスキルも重要となる。

（3） より高いレベルで業務を遂行するためには、当該業務の専門知識や経験などとともに、社会情勢の変化や業界トレンド及び顧客ニーズに絶えずアンテナを張るなど、フィットネス産業に対し強い興味と関心を持ち続けることが求められる。

【関連する資格・検定等】

· 宅地建物取引主任者　〔財団法人不動産適正取引推進機構〕
· 建築士（１級、２級）　〔財団法人建築技術教育普及センター〕
など

【労働省職業分類（小分類）との対応】

　２３１　会社の管理職員

２５２　企画・調査事務員
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